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(1) 歴史が深く息づき、個性的で多様な地域からなる関西

世界文化遺産
百舌鳥・古市古墳群

比叡山延暦寺（古都京都の文化財）
（出典： 滋賀県 ）

熊野本宮大社
（紀伊山地の霊場と参詣道）

姫路城
（出典：公益社団法人ひょうごツーリズム協会）

国宝 彦根城天守
（出典： 滋賀県 ）

（出典：近畿運輸局）

全国 関西
世界文化遺産 20 6
国宝 1,132 618
重要文化財 13,377 5,912

【豊富な歴史・文化資産】 【都市に身近な自然の魅力】
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資料：内閣府県民経済計算（2018年度）より国土政策局が作成

(2) 産業等の諸機能の集積が進んだ関西

【関西の対全国シェア】

資料：国土地理院「令和５年全国都道府県市町村別面積調」、総務省総計局「人口推計」（2021年）、
内閣府「県民経済計算年報」、大阪税関「貿易統計」
注）日本の域内総生産額は47都道府県の域内総生産額の合計値
注）輸出額は速報値

【地域別の域内総生産（2019年）】

資料：内閣府「県民経済計算年報」

関西 日本 シェア

面   積（km2）【2023年】 27,351 377,974 7.2%

人   口（千人）【2021年】 20,439 125,502 16.3%
域内総生産（兆円）【2019年】 89 581 15.3%
輸 出 額（兆円）【2022年】 21.6 98.2 22.0%

【関西の貿易相手国（2022年）】

注）速報値資料：大阪税関「貿易統計」

【域内総生産の産業別状況（特化係数）】

我が国
第2位の
経済規模
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関西：滋賀県,京都府,大阪府,兵庫県,奈良県,和歌山県
関東：茨城県,栃木県,群馬県,埼玉県,千葉県,東京都,神奈川県,山梨県
中部：長野県,岐阜県,静岡県,愛知県,三重県



(2) 産業等の諸機能の集積が進んだ関西

就航都市数 便数

【主要空港の国際線旅客便の就航状況】

資料：国土交通省資料「国際線就航状況」

資料：法務省「出入国管理統計」

アジア諸国
からの入国
者は関空
利用が最も
多い

2019年の関空のア
ジア就航都市数は国
内最大の52都市

【訪日外国人国籍・地域別の入国時利用空港の内訳（2019年）】

寄港回数／週

資料：2010～2021年：国際輸送ハンドブック（当該年の11月の寄港回数の値）より国土交通省港湾局作成

【アジア主要港と我が国港湾の国際基幹航路の寄港回数の比較】
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【江戸時代の大阪の「町橋」】

資料：大阪府HP「大阪の将来像を
導くにあたっての基礎資料（資料編）」
より近畿地方整備局作成

出典：大阪市HP「浪華八百八橋map」

橋数 公儀橋 町橋

大
阪

約 200 橋 12橋 188橋ほど

東
京

約 350 橋 半数 半数

東京と大阪の町橋の比較

淀屋橋（町橋）
注）公儀橋：幕府が架けた橋

町 橋：町人が生活や商売のために
自腹で架けた橋

今橋（町橋）



(3) 最先端の技術力で我が国を牽引する関西

【関西のライフサイエンス分野の主な大学・研究機関（2022年）】

資料：近畿経済産業局「関西のライフサイエンスクラスター（2021年2月）」を基に近畿地方整備局作成 4

【関西のスマートエネルギー関連企業・研究機関】

資料：近畿経済産業局資料



(3) 最先端の技術力で我が国を牽引する関西

資料：経済産業省の「グローバルニッチトップ100選」選定企業の所在地より作成

【グローバルニッチトップ（ＧＮＴ）選定企業の地域別シェア】

【グローバルニッチ企業】
すき間産業（ニッチ）の分野に特化
することにより、
国際市場での競争において優位を
確保している企業

【製造業事業所数の上位20都道府県】

資料：総務省・経済産業省「令和３年経済センサス活動調査」

【対全国シェア】
関東３都県：15.3％
関西３府県：14.4％
中 部 ３ 県 ：16.1％
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名　称 2025年日本国際博覧会（略称「大阪・関西万博」）

テーマ いのち輝く未来社会のデザイン

コンセプト Peopleʼs Living Lab（未来社会の実験場）

会場 夢洲（大阪市臨海部）

開催期間 2025年4月13日（日）～10月13日（月）　184日間

想定来場者数 約2,820万人

経済波及効果 約２兆円（試算値）

【大阪・関西万博の概要】

【大阪・関西万博のロゴマークと会場パース】

資料：公益社団法人2025年日本国際博覧会協会HP

出典：公益社団法人2025年 日本国際博覧会協会HP

《 カウントダウンボード 》

屋外イベント広場イメージ

会場全景イメージ



(1) 本格的な人口減少社会の到来と急激な高齢化の進行

資料：1980～2020年は総務省統計局「国勢調査」、2025～2050年は
国立社会保障・人口問題研究所「将来推計人口」（平成30(2018)年推計※）
※平成27(2015)年国勢調査を基に推計した将来人口

全 国

関 西

人口のピークは2010年

約１７％減少

（360万人減）

現在
将来過去

<関西> DID（人口集中地区)を有する市町村 ２府４県 120市町村

<関西> DID（人口集中地区)を含まない市町村 ２府４県 78市町村

人口のピークは2010年

約１６％減少

（320万人減）

現在
将来過去

現在
将来過去

80年代から既に減少基調

約３５％減少

（39万人減）
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※

資料：国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）令和３年６月１８日

【建設後５０年以上経過するインフラ施設の割合】

分野 施設
2020年
3月時点

2030年
3月時点

2040年
3月時点

管理者・所有者 施設数

国 38,197橋
高速道路会社 24,038橋
都道府県・政令市等 188,063橋
市区町村 476,163橋
国 1,680本
高速道路会社 2,053本
都道府県・政令市等 5,443本
市区町村 2,174本
国 10,801施設
都道府県・政令市 34,962施設

砂防 砂防堰堤、床固工 34% 53% 71% 国・都道府県 119,247基

海岸 海岸堤防等 46% 61% 77% 都道府県・市町村 約5,900km

都道府県 7,742km
政令市 112,156km
市町村等 362,619km
国 4,841施設
都道府県 43,824施設
政令市 3,463施設
市町村等 8,956施設
国 27空港
地方公共団体 64空港
民間企業 4空港

橋梁 55% 71% 85% 鉄道事業者等 125,047橋

トンネル 66% 83% 91% 鉄道事業者等 4,897本

民間企業 61橋
地方道路公社 54橋
民間企業 7本
地方道路公社 1本

航路標識 航路標識 19% 34% 51% 国 5,155基

国 17施設
都道府県 525施設
政令市 30,318施設
市区町村 80,506施設
都道府県 912,995戸
政令市 409,969戸
市区町村 830,851戸

官庁施設 官庁施設 13% 29% 45% 国 47,896千㎡

公園 都市公園等 9% 26% 46%

公営住宅 公営住宅 16% 48% 68%

自動車道
橋

トンネル

68% 92% 92%

100%100%88%

空港 空港 43% 60% 73%

鉄道

下水道 管渠 5% 16% 35%

港湾 港湾施設 21% 43% 66%

道路

38%23%10%河川管理施設河川・ダム

橋梁（橋長２ｍ以上） 30% 75%55%

22% 36% 53%トンネル

(1) 本格的な人口減少社会の到来と急激な高齢化の進行

【合計特殊出生率（2021年）】

資料：厚生労働省「令和３年 人口動態統計」
注）関西、関東の各平均値は、当該都府県における母の年齢15～49歳の各歳における

出生率（「母の年齢○歳の出生数」／「○歳の女性人口」）を合算して算出

【近畿地方整備局管内の地方公共団体における
土木技師在籍人数別団体割合】

資料：総務省「地方公共団体定員管理調査」※ 政令市を除く

資料：2020年は総務省統計局「国勢調査」（年齢不詳を按分した人口）、
2025年以降は国立社会保障・人口問題研究所「地域別将来推計人口」（平成30(2018)年推計）

※2020年を1.0とした場合の伸び率

【三大都市圏の生産年齢人口の将来推計】
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(2) 関西の相対的地位の低下

【域内総生産（GRP）の伸び率（上図）と対全国シェア（下図）】

資料：内閣府「県民経済計算年報」

関東との較差は更に拡大する一方で、
中部との較差は縮小

注）1990～1995年：1993SNA、平成 7年基準／1996～2000年：1993SNA、
平成12年基準／2001～2005年：1993SNA、平成17年基準
2006～2010年：2008SNA、平成23年基準／ 2011～2019年：2008SNA、平成27年基準

【内国普通法人数
(資本金10億円以上)】

資料：国税庁「国税統計年報」

京都・大阪・兵庫の合計
2000年度：1,163（16.2%）
2019年度： 580（12.1%）

※(  )は対全国シェア

(48.6%)

(56.1%)

【外国法人の在日拠点数】

京都・大阪・兵庫の合計
2000年度：183（4.9%）
2020年度：236（4.5%）

※(  )は対全国シェア

(73.9%)

(84.5%)

資料：国税庁「国税統計年報」

※1990年を1.0とした場合の伸び率

関西の伸び率は関東や中部よりも鈍い
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【経済規模(GDP)の国際比較（2012年・2019年）】

資料：世界各国はグローバルノート（IMF統計に基づく名目ベースのGDP)、
日本、関東、関西は内閣府「県民経済計算年報」）

注）各年の為替相場（2012年平均＝79円、2019年平均=110円）より米ドルを円換算

※現行計画策定時に参考としたデータ
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【コロナ前後の観光目的の訪日外国人数の推移】

【コロナ前後の訪日外国人延べ
宿泊者数の推移】

資料：観光庁「宿泊旅行統計調査」

10.0倍

6.5倍

4.4倍

資料：日本政府観光局（JNTO)「訪日外客数」、観光庁「訪日外国人消費動向調査」
注）グラフの数値は、訪日外国人数（全国値）に訪日外国人消費動向調査による訪問率及び観光目的割合を与えて観光目的の訪日外国人数を算出した推計値

2011年→2019年
7.9倍

2011年→2019年
7.4倍

2011年→2019年
10.5倍

※2021年、2022年は入国制限の影響により訪問率は公表されていない

【コロナ前（2019年）の観光目的の訪日外国人数（国籍・地域別）】

資料：政府観光局「訪日外客数」及び観光庁「訪日外国人消費動向調査」の諸数値を用いて推計

※（ ）はアジア、（ ）はアジア以外の訪日外国人数

注）各圏域の国籍・地域別訪日外国人数は、左図の圏域別訪日外客数
（関西：1,321万人） をもとに、以下の方法により算定した推計値である

① 各圏域の訪日外国人数に圏域別観光目的割合（左下図参照）を与えて、
観光目的の訪日外国人数(A)を算定（関西：1321万人×85.8％＝1,133万人）

② 上記Aに訪問地別国籍別構成比（観光目的）を与えて、
観光目的の国籍別圏域別訪日外国人数を算定

コロナ前の近畿への
観光目的の訪日外国人は
1,133万人であり、
関東を上回っていた。
アジアからの来訪者が
約81.8％

0.10倍0.12倍0.12倍

【コロナ禍以降の訪日外国人数（月別）】

資料：日本政府観光局（JNTO）「訪日外客統計」

※2023年2月及び3月は推計値

(2) 関西の相対的地位の低下
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(3) ポテンシャルを活かし切れていない京阪神大都市圏

資料：総務省「令和２年国勢調査」

（関 西） 【政令市、中核市の昼夜間人口比率】 （関 東）

※赤字は政令市、東京特別区部

※距離圏の中心は関西：大阪市役所

関東：旧東京都庁

【東京圏及び大阪圏における都心10km圏内の地価公示】

住宅地商業地

資料：国土交通省「主要区間の平均混雑率」

【鉄道利用による平均通勤所要時間】

資料：国土交通省「大都市交通センサス」

【鉄道主要区間の平均混雑率】

注）表示の地域において代表的な2023年1月1日における１㎡当たりの価格（単位千円）
資料：国土交通省HP（地価公示) の「沿線別駅周辺商業地の公示価格例」及び「沿線別駅周辺住宅地の公示価格例」より作成 10



(3) ポテンシャルを生かし切れていない京阪神大都市圏
【京阪神都市圏のミッシングリンク】

資料：近畿地方整備局作成

（2022年3月末時点）

順 延長 渋滞損失

位 （km） 時間

1 兵庫 神戸線 下り 西宮JCT～第二神明接続部 24.9 291.9

2 兵庫 神戸線 上り 第二神明接続部～西宮JCT 24.9 252.9

3 千葉・東京 湾岸線 西行 東関道接続部～葛西JCT 11.2 168.2

4 大阪 東大阪線 上り 東大阪JCT～東船場JCT 8.1 158.5

5 埼玉・東京 池袋線 上り 美女木JCT～板橋JCT 12.1 153.8

6 埼玉・東京 三郷線 上り 三郷JCT～小菅JCT 10.4 147.8

7 東京 新宿線 上り 中央道接続部～西新宿JCT 7.4 147.7

8 東京 渋谷線 上り 東名道接続部～大橋JCT 6.7 143.3

9 大阪 池田線 上り 豊中JCT～池田・環状合流部 8.6 140.2

10 大阪 湾岸線 上り 助松JCT～天保山JCT 25.4 135.0

都道府県 道路名 方向 区間名

【都市高速道路の渋滞ランキング
上位10区間（2019年）】

※赤：関西の高速道路

資料：国土交通省「平成31年・令和元年 年間の渋滞ランキング」

資料：総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」

【３大都市圏の転入超過数の推移】

※日本人の移動者数

145

資料：総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」

大 阪 圏

東 京 圏

注）移動者総数

【圏域間の年齢階層別転入超過数（2022年）】

大阪圏は1970年代半ば以降は社会減が続いており、2010年までは
転出超過数が1万人を超えていたが、この10年間は概ね数千人程度
で落ち着いている。

対東京圏への転出超過数2.0万人
のうち、20歳代が1.8万人で大半を
占めている。

10歳代及び20歳代は、東京圏以外からは10歳代・20歳代
は転入超過であり、東京圏への転出量を上回っている。
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(4) 地方都市の活力低下と農山漁村の集落機能の低下

【市町村の65歳以上人口比率（2020年）】

資料：総務省統計局「国勢調査」

【林業産出額の推移】
（2003～2021）

【市町村別の空家率（2018年）】

資料：総務省統計局 「平成30年 住宅・土地統計調査」
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資料：農林水産省「農林業センサス」

注）平成12年～22年は販売農家の数値である。
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資料：農林水産省「生産農業所得統計」 資料：農林水産省「林業産出額」 資料：農林水産省「漁業産出額」

【農業産出額の推移】
（2003～2021）

12

空家率＝空家数／住宅総数×100（%）
※空家は別荘等の二次的住宅、

賃貸用住宅、売却用の住宅を除く

【海面漁業産出額の推移】
（2003～2021）
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13

【在来線 線区別利用状況（2019年度実績）】

資料：JR西日本「輸送密度2,000人/日未満の線区別経営状況に関する情報開示」

【各地域の観光資源間の移動における平均所要時間】

資料：平成28年広域交通結節点利用者調査（訪日外国人は対象外）

※所要時間は、ある訪問施設の出発時間と次の訪問施設の到着時間の差分で算出
※例えば、鉄道の乗車時間と駅から訪問施設間の端末交通における移動時間を含む

注）輸送密度：「データで見るJR西日本」では「区間別平均通過人員」と表記
平均通過人員＝各路線の年度内の旅客輸送人キロ÷当該路線の年度内営業キロ÷年度内営業日数

資料：ＪＲ西日本公表資料（データで見るＪＲ西日本）より近畿地方整備局作成

注）私鉄5社（近鉄、南海、
京阪、阪急、阪神）の輸送
人員は、各社の決算短信
による。
ＪＲ在来線（近畿圏）の
輸送人員は、電車特定
区間で計上

注）ＪＲ在来線（近畿圏）：
京都府（南部）
大阪府（一部除く）
兵庫県(南部)・滋賀県
奈良県・三重県（一部）

【ＪＲ（在来線）と在阪私鉄５社の輸送人員】



地震の規模 M８～M９クラス

地震発生確率 30年以内に70～80％

平均発生間隔 88.2年

(5) 関西を脅かす自然災害のリスク

【2018年9月 台風第21号
による風被害】

関西国際空港連絡橋の損壊

資料：近畿地方整備局HP

【関西で発生した主な地震】

資料：気象庁ＨＰより作成

番号 地震

1 柳ヶ瀬・関ヶ原断層帯 6.6～7.6程度

2 野坂・集福寺断層帯 6.5～7.3程度

3 湖北山地断層帯 6.8～7.2程度

4 琵琶湖西岸断層帯 7.1～7.5程度

5 養老−桑名−四日市断層帯 8.0程度

6 鈴鹿東縁断層帯 7.5程度

7 鈴鹿西縁断層帯 7.6程度

8 頓宮断層 7.3程度

9 布引山地東縁断層帯 7.4～7.6程度

10 木津川断層帯 7.3程度

11 三方・花折断層帯 7.2～7.3程度

12 山田断層帯 7.4～程度

13
京都盆地−奈良盆地断層帯南部
（奈良盆地東縁断層帯）

7.4程度

14 有馬−高槻断層帯 7.5（±0.5）程度

15 生駒断層帯 7.0～7.5程度

16 三峠・京都西山断層帯 7.2～7.5程度

17 六甲・淡路島断層帯 6.6～7.9程度

18 上町断層帯 7.5程度

19 山崎断層帯 6.7～7.7程度

20～23 中央構造線断層帯 6.8～7.5程度

24 伊勢湾断層帯 6.9～7.2程度

25 大阪湾断層帯 7.5程度

マグニチュード

【内陸の活断層と想定される地震規模】

資料：地震調査研究推進本部資料

資料：地震調査研究推進本部資料

【南海トラフで発生する地震】

発生年 名称・発生箇所 規模 主な被害

1925 北但馬地震
Ｍ6.8
最大震度6

死者428人

1927 北丹後地震
Ｍ7.3
最大震度6

死者2,912人

1944 東南海地震
Ｍ7.9
最大震度6

死者・行方不明者1,183人

1946 南海地震
Ｍ8.0
最大震度5

死者・行方不明者1,443人

1995
兵庫県南部地震
（阪神・淡路大震災）

Ｍ7.3
最大震度7

死者・行方不明者6,437人

2004
東海道沖地震
（三重県南東沖）

Ｍ7.4
最大震度5弱

2013 淡路島付近
Ｍ6.3
最大震度6弱

2018 大阪府北部の地震
Ｍ6.1
最大震度6弱

死者6人

【大阪平野部の海抜ゼロメートル地帯】

【南海トラフ巨大地震の震度分布】

資料：気象庁HP※強震動生成域を陸よりに設定した場合

出典：デジタル標高地形図（国土地理院）

大阪平野

【近年の大雨の状況】
（全国のアメダス1300地点あたりの年間観測回数）

（１時間降水量80mm以上）

観測回数

変化傾向

5年移動
平均

資料：気象庁ＨＰ 14


